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キ
リ
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取
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て
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い
く
だ
さ
い
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POST

添付書類台紙

医療費控除の明細書

源　 泉

徴収票

医療費控除の明細書

源　 泉

徴収票

申告書
（印刷）

PDFに必要事項
を入力のうえ印刷

申告書
（PDF）

申告書
（同封）

申告書

PDFに必要事項
を入力のうえ保存

（PDF）
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元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

�

年

度

�

年

度

3310－
01

タ
テ
15イ
ン
チ

33
10
－
01

タ
テ
15
イ
ン
チ

令和 年度分�

市民税･府民税

申告書受付書

受
付 印

（切り取らないでください｡）

令和�年度分 市民税・府民税 申告書
（あて先）大阪市長 年 月 日提出

現 住 所

フリガナ

氏 名

日中の連絡先電話番号

大阪市

－ －

内 内 他

障がい者 配障 本障

特 他 他 特 他 特 普 特

寡

夫

勤
労
学
生

同

配

扶 養 控 除

特
定 老 少

その他雑所得

未
成
年
者

発
送
区
分

５給与･公的年金等以外の所得（※）に係る市民税･府民税の納税方法

�
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額
に
関
す
る
事
項

社会保険料

控 除

社会保険の種類

�

収

入

金

額

等

�

所

得

金

額

�

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

�

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�･�

�

�



�

�

事
業

営 業 等

農 業

不 動 産

利 子

配 当

給 与

雑

総
合
譲
渡

公的年金等

業務･その他

短 期

長 期

一 時

事
業

営 業 等

農 業

不 動 産

利 子

配 当

給 与

雑

総合譲渡･一時

合 計

雑 損 控 除

医療費控除

社会保険料控除
小 規 模 企 業
共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦･ひとり親控除

勤労学生･障がい者控除

配偶者控除

配偶者特別控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

合 計

円




���

����

����

����

����

����

N
09
L
08
30
0 -
22
K

「

申
告
の
手
引
き」

な
ど
を
ご
確
認
の
う
え
、
表
面
・
裏
面
と
も
に
必
要
事
項（

選
択
項
目
は
該
当
番
号）

を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

�
こ
の
申
告
書
の
写
し
・
控
え
は
、
市
民
税
・
府
民
税
の
課
税（

所
得）

証
明
書
な
ど
に
代
え
て
使
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

注

１月１日現在
の 住 所

来年以降の申告書の送付が不要の場合は□に「 」を記入

生年月日

区

�

�

�

R05.1納

受
付 印

合算して給与から差し引き（特別徴収） ２
別に自分で納付（普通徴収） １

台帳番号

令 和

元号 月年 日

職業（業種） 勤務先または事業所名称（屋号）

個 人 番 号（マ イ ナ ン バ ー ）

台紙

付表

�各生年月日欄の元号欄は該当番号を記入してください｡

（1.明治 2.大正 3.昭和 4.平成 5.令和）自宅・携帯・その他（ ）

ひ
と
り
親

徴
収
区
分

寡婦

支払った保険料

合 計

生命保険料

控 除

地 震
保険料控除

新 生 命 保 険 料 の 計 旧生命保険料の計

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

地 震 保 険 料 の 計 旧長期損害保険料の計

円円

円円

円

円 円

�・�・�
寡婦･ひとり親控除
勤労学生控除
障がい者控除

本 人 該 当 控 除
� � �寡婦・ひとり親控除 勤労学生控除 障がい者控除区分

理
由
1.死別 2.生死不明等

3.離婚 4.未婚

（学校名） 区
分
1.特別障がい者

2.普通障がい者

�
配
偶
者
特
別
控
除

�
配

偶

者

控

除
等

フリガナ
配偶者氏名

生年月日

元号 月年 日
（1.明治 2.大正 3.昭和 4.平成）

�障がい者控除区分

1.特別障がい者
2.普通障がい者

個人番号
（マイナンバー）

円
□同一生計配偶者に該当
（控除対象配偶者を除く）

配偶者の合計所得金額

フリガナ
氏 名

生年月日
（1.明治 2.大正 3.昭和 4.平成 5.令和）

居住区分
�障がい者
控除区分

続柄

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

�

扶

養

控

除

16
歳
未
満
の
扶
養
親
族〔

控
除
対
象
外〕

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ
氏 名

生年月日
（1.明治 2.大正 3.昭和 4.平成 5.令和）

居住区分
障がい者
区 分

続柄

1.同居
2.別居

1.特障

�-⑥
所
得
金
額
調
整
控
除
に
関
す
る
事
項

控
除
要
件
区
分

控
除
対
象
扶
養
親
族
等

給与収入金額が850万円を超え、次のいずれかの要件に該当し、所得金額調整控除の適用を受ける場合は､
該当要件の番号を右欄に記入のうえ、その対象となる親族または同一生計配偶者を下欄に記入してください｡
（要件）1.同一生計配偶者または扶養親族 が特別障がい者 2.23歳未満の扶養親族 を有する
※扶養親族は、上記の�扶養控除欄または16歳未満の扶養親族欄に記入されない扶養親族も対象となります｡

�～�のうち別居の扶養親族等がいる場合は、
裏面「12」に氏名・住所を記入してください。

扶養控除額
の 合 計

万円

雑損控除

�

医療費控除

�

損害の原因 損害年月日 損害を受けた資産の種類

損 害 金 額 保険金などで補てんされる金額 差引損失金額のうち災害関連支出の金額

支払った医療費等 保険金などで補てんされる金額

円 円

控除区分選択
（該当番号を記入）

1.医療費控除
2.セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）

窓口 郵送

※令和５年４月１日現在65歳未満の方は給与以外の所得

�から�までの計

	

�

事務所処理欄

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

元号 月年 日

個人番号
（マイナンバー）

1.特障
2.普障

1.同居
2.別居

･ ･

円円

円

※ ※

お問い合わせ
番 号（ ）

台帳番号

円

お問い合わせ
番 号（ ）

オン

控交付

区
分

（収入ではなく所得を記入）

●所得税の確定申告書を提出された方は、この申告書を提出する必要はありません。

11 事業専従者に関する事項

12 別居の扶養親族等に関する事項

15 事業税に関する事項

13 配当割額または株式等譲渡所得割額の控除に関する事項

扶養親族等の氏名 住 所

非課税所得など

損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

事業用資産の譲渡損失など

前年中の開（廃）業

番号 所得金額

円

資産の種類 損失額・被災損失額（白）

開始・廃止 月 日

□

円

円

特定配当等の所得、特定株式等の譲渡所得を申告して、配当割額または株式等譲渡
所得割額の控除を受けようとする場合には、特別徴収により差し引かれた配当割額
および株式等譲渡所得割額を各欄に記入してください。

事業専従者の氏名
円

円 円

円 円

合 計 額所得税における青色
申告の承認の有無 承認あり･承認なし

イ

ロ

ハ一 時

総合譲渡
短 期

長 期

10 総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項
差引金額

（収入金額－必要経費）
特別控除額 所得金額

（差引金額－特別控除額）

�雑所得（公的年金等以外）に関する事項

収入金額 必要経費

�配当所得に関する事項

支払確定年月 収入金額 必要経費
円･

国外株式等に係る
外 国 所 得 税 額

収入金額 必要経費 青色申告特別控除額

�事業・不動産所得に関する事項

円

N
09
L
08
30
1 -
22
K

大
阪
市
役
所

14 寄附金に関する事項

円都道府県･市区町村（ふるさと寄附金）
（特例控除対象）

条
例
で
指
定

し
た
寄
附
金

大 阪 市 指 定

前年中に支払った寄附金について、寄附金の区分（寄附先）ごとに
それぞれ記入してください。条例で指定した寄附金は、大阪府または
大阪市が指定するものに限り、大阪府指定分は府民税に、大阪市
指定分は市民税に適用されます。

税 理 士
氏 名
電話番号 － －

円

右下のイの金額を表面のケに、ロの金額を表面のコに、ハの金額を表面のサに記入してください。
右下のニの金額を表面の⑧の所得金額欄へ記入してください。

円 円 円

収入金額 必要経費

続柄生年月日 従事月数 専従者給与（控除）額

寄附金の区分（寄附先） 寄 附 金 額

大阪府共同募金会・日赤大阪府支部
都道府県・市区町村

令和４年中に収入（所得）がなかった方の記入欄 該当する項目の□に「 」のうえ必要事項を記入してください。

（住所）

（氏名） （続柄）

（期間） 年 月～ 年 月

預貯金等で生活していた□

その他（生活状況について具体的に記入してください｡）□

（種類） （受給額） 円

（学校名） 年 月卒業予定

（期間） 年 月～ 年 月

下記の方から扶養または援助を受けていた□

雇用保険（失業保険）を受給していた□

遺族年金、傷病手当、障がい年金等を受給していた□

学生であった□

生活保護法による生活扶助を受けていた□

イ＋（ロ＋ハ）×1/2合計ニ

各
種
控
除
に
必
要
な
領
収
書･

証
明
書
な
ど
の
添
付
書
類
は､
添
付
書
類
台
紙

に
貼
付
の
う
え､
こ
の
申
告
書
と
と
も
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

種目
（収入の内容）

･
･

配当所得
の 種 類

円 円円

所 得
の種類日 給 勤務日数 月 収月

�給与所得の内訳 ●源泉徴収票のない方や、日給などの給与収入
の方は必ず記入してください。

●勤務先の所在地・名称等

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

賞 与 等

合計（年間収入）

法 人 番 号
または

所 在 地

名 称

電 話 番 号

株式等譲渡所得割額控除額配 当 割 額 控 除 額

個人番号
円

個人番号
円

個人番号

円

円

円 円

円

円

●課税方式の選択に関する事項
特定配当等所得または特定株式等譲渡所得について、所得税と異なる課税方式を選択する方は、
□に「 」を記入しこの申告書とともに申告書付表（課税方式選択用）の提出をお願いします。

□ 所得税と異なる課税方式を選択します｡

番
号
□

番
号
Ｃ
□
通
知
Ｃ
□
住
民
票
□

身
元
□

番
号
Ｃ
□
運
転
免
□（

）

代
理
権
□
委
任
状
□
税
代
理
□（

）

元号 年 月 日

元号 年 月 日

元号 年 月 日

大 阪 府 指 定

事
務
所
処
理
欄

（特例控除対象以外）

他 都 道 府 県 の 事 務 所 等

□日雇い等により特定の勤務先なし

（1.明治 2.大正 3.昭和 4.平成）

ただし、上場株式等の特定配当等所得または特定株式等譲渡所得について、所得税と個人市・府民税で異なる課税方式を
選択する場合は、この申告書の提出（申請書付表（課税方式選択用）の提出もお願いします｡）が必要です。

●この申告書を提出された方は、事業税の申告書を提出する必要はありません。

ご注意 令和５年度分（令和４年分所得）から、所得税の確定申告により申告した特定配当等所得および特定株式等譲渡所得の全部を、

個人市・府民税において申告不要とする場合（総所得金額等や合計所得金額に含めない場合）は、所得税の確定申告書（第二表）

への必要事項の記入により、この申告書の提出は不要となりました。

支払者の「名称」および
「法人番号または所在地」等

支払者の「名称」および
「法人番号または所在地」等

支払者の「名称」および
「法人番号または所在地」等

２ページ ３ページ 

市民税・府民税申告書の書き方・記載例
 

■一時的な収入・その他の収入があった方 □24・□5 ・□14 ・□18 ・□19  
申告書裏面の「９ 雑所得（公的年金等以外）に関する事項」□24 または「１０ 総合譲渡・一時所

得の所得金額に関する事項」□5 に収入金額、必要経費等を記入し、申告書表面右の「ク～サ」□14

に収入金額を、「⑦・⑧」□18 ・□19 に所得金額を記入してください。 

※所得金額の計算に必要な、収入金額・必要経費等がわかる書類(写し可)を添付してください。 

■別居の扶養親族等がいる方 □７  
申告書裏面の「１２ 別居の扶養親族等に関する事項」□７ に同一生計配偶者（控除対象 

配偶者を含む）・扶養親族のうち、別居している方の氏名と住所を記入してください。 

■寄附金に関する事項 □25  
都道府県・市区町村への寄附金、大阪府共同募金会・日本赤十字社大阪府支部への  

寄附金または大阪府・大阪市それぞれの条例で指定した寄附金がある場合、申告書裏面の

「１４ 寄附金に関する事項」□25 のそれぞれ該当する各欄に寄附金額を記入してください。 

なお、都道府県・市区町村への寄附金は、ふるさと寄附金（特例控除対象）とそれ以外 

（特例控除対象以外）に分けて、それぞれ記入してください。 

■営業等・不動産などの収入があった方 □22 ・□10 ・□15 ・□６  
申告書裏面の「７ 事業・不動産所得に関する事項」□22 に収入金額・必要経費等を記入し、表面

右の「ア～ウ」□10 に収入金額を、「①～③」□15 に所得金額を記入してください。 

なお、専従者給与を申告する場合は、申告書裏面の「11 事業専従者に関する事項」□６ に、   

専従者の氏名等および専従者給与（控除）額を記入してください。 

※所得金額の計算に必要な、収入金額・必要経費等がわかる書類(写し可)を添付してください。 

■上場株式等の譲渡・配当等の収入があった方 □23 ・□11 ・□16 ・□8  
申告書裏面の「８  配当所得に関する事項」□23 に収入金額、必要経費等を記入し、          

表面右の「エ～オ」□11 に収入金額を、「④・⑤」□16 に所得金額を記入してください。 

特定配当等所得・特定株式等譲渡所得について、所得税と個人市・府民税で異なる課税方式を

選択する場合は、申告書裏面右の「課税方式の選択に関する事項」の□に「✔」を記入し、あわせて 

申告書付表（課税方式選択用）の提出をお願いします。 

※申告書付表は、大阪市ホームページからダウンロードできます。 

また、配当割額または株式等譲渡所得割額の控除を受ける場合には、申告書裏面の「13 配当

割額または株式等譲渡所得割額控除額の控除に関する事項」□８ の各欄に配当割額および株式

等譲渡所得割額を記入してください。 

※所得金額の計算に必要な、収入金額・必要経費等がわかる書類(写し可)を添付してください。 

■公的年金等の収入があった方 □13 ・□18  
公的年金等支払者(日本年金機構等)から交付された所得税の源泉徴収票をもとに、公的年金

等支払金額を申告書表面右の「キ」□13 に記入のうえ、「市民税・府民税 申告の手引き」裏面の   

「公的年金等の雑所得金額の速算表」にあてはめて計算した雑所得金額(他の雑所得がある場合は  

その所得も含めた額)を申告書表面右の「⑦」□18 に記入してください。 

■所得控除を申告される方 □２ ・□21  
「市民税・府民税 申告の手引き」裏面の「所得控除の種類・金額」をご確認のうえ、該当する

所得控除を申告する場合は、「３ 所得から差し引かれる金額に関する事項」□２ および      

「４ 所得から差し引かれる金額」□21 の各欄に、支払額や該当番号など必要事項を記入して

ください。○10 ～○20 の合計を「○21 」に、○21 ～○23 の合計を「○24 」に記入してください。 

大阪市北区中之島１－３－２０

同上
輸入販売業 ××商事（株）

* * * * * * * * 1 2 3 4

大阪 太郎

オオサカ  タロウ

３ 25 １ １
06  6208  ××××

国民健康保険料

介護保険料 

180,000

180,000

360,000

16,000

大阪 花子

オオサカ ハナコ
３ 25 ２  １

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2  

0

152,000 10,000

5 0 0 0 0

1 2 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0

5 5 0 0 0 0

9 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0

3 6 0 0 0 0

8 0 0 0

3 8

4 3  

1 1 7 8 0 0 0

6 7 0 0 0

1 2 4 5 0 0 0

2

1

1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0
1 0 0 , 0 0 0

1 2 0 0 , 0 0 0

株式（一般） （ 株） ○○商 事  中 央区 船場中央○-○-○ R4 12 50,000 0

 

大阪市北区中之島３-1-20

××商事（株）

06-6208-××××

0 0

10,000

■住所･氏名等欄の記入 必須 □1  
申告書表面上に、「現住所、１月１日現在の住所、氏名、生年月日、電話番号、職業、勤務先」□1 を

記入してください。（生年月日の元号欄は該当番号を記入してください。） 
来年以降の申告書の送付が不要の場合は、「✓」を記入してください。 

なお、個人番号欄が空白の場合は、個人番号（マイナンバー）を記入してください。 

（個人番号欄に「＊」の表示がある場合は記入不要です。） 

 
 

□13  

□10  

■令和４年中に収入がなかった方  
前年中に収入が全くなかった方や個人市・府民税が非課税となる方は個人市・府民税の 

申告をする必要がありません。 

ただし、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険制度のほか福祉・教育・保育・     

公営住宅など各種制度や課税（所得）証明書の発行などのために申告が必要な場合は、  

期間内に申告をお願いします。 

●住所･氏名等欄の記入 □1  

申告書表面上に、「現住所、１月１日現在の住所、氏名、生年月日、電話番号、職業、  

勤務先」□1 を記入してください。（生年月日の元号欄は該当番号を記入してください。） 

なお、個人番号欄が空白の場合は、個人番号（マイナンバー）を記入してください。 

（個人番号欄に「＊」の表示がある場合は記入不要です。） 

●所得金額の合計欄の記入 □20  

申告書表面右の「２ 所得金額 ⑨」□20 に「０」を記入してください。 

●所得控除を申告される方 □2 ・□21  

「市民税・府民税 申告の手引き」裏面の「所得控除の種類・金額」をご確認のうえ、該当する  

所得控除を申告する場合は、「３ 所得から差し引かれる金額に関する事項」□2 および「４ 所得 

から差し引かれる金額」□21の各欄に、支払額や該当番号など必要事項を記入してください。 

●令和４年中に収入（所得）がなかった方の記入欄の記入 □9  

前年中の生活状況について、申告書裏面下の「令和４年中に収入（所得）がなかった方の 

記入欄」□9 の該当する□に「✓」を記入し、必要事項を記入してください。 

添付書類は、裏面の添付書類台紙に貼って提出してください。 

■給与の収入があった方 □12 ・□17 ・□4 ・□３  
●給与所得の源泉徴収票をお持ちの方 □12 ・□17  

給与支払者（勤務先）から交付された所得税の源泉徴収票をもとに、申告書の各欄に記入してください。 

なお、所得税と個人市・府民税で所得控除額が異なるものがありますので、「市民税・府民税 申告の手引き」 

裏面の「所得控除の種類・金額」をご確認のうえ、記入してください。 

●給与所得の源泉徴収票がない方 □4 ・□12 ・□17  

申告書裏面「６ 給与所得の内訳」□4 に年収の明細・勤務先等を記入し、給与合計額を表面右の「カ」□12に

記入のうえ、「市民税・府民税 申告の手引き」裏面の「給与所得金額の速算表」にあてはめて

計算した給与所得金額を申告書表面右の「⑥」□17 に記入してください。

●所得金額調整控除の適用がある方 □12 ・□3 ・□17  

給与収入金額が８５０万円を超える方で、「市民税・府民税 申告の手引き」裏面の所得金額調整

控除の適用要件（１または２）に該当する場合は、申告書表面左下の「２-⑥所得金額調整控除に   

関する事項」□３ に要件該当番号および対象扶養親族等を記入のうえ、所得金額調整控除適用後の

給与所得金額を表面右の「⑥」□17 に記入してください。 

□1  

□2  

□3  

□4  

□5  

□6  

□7  

□8  

□9  

□11  □12  

□14  

□15  

□16  □17  □18  □19  □20 ①～⑧の合計を「⑨」に記入してください。 

□21  

□22  

□23  

□24  

□25  

表面 

裏面 

令和５年度分 

5  2  1 6


